平成30年度　再々評価調書
１ 事業概要

	事業名
	蜻蛉池公園整備事業

	担当部署
	都市整備部都市計画室公園課公園整備グループ（連絡先　06-6944-9314）

	事業箇所
	岸和田市三ヶ山町　他

	再々評価理由
	再々評価実施後5年を経過した時点で継続中

	事業目的
	蜻蛉池公園は、泉南地域のレクリエーション施設の拠点として昭和38年に計画され、蜻蛉池をはじめ大小30余りの溜池と既存の樹林地を活かし、3つのゾーンで構成している。南部は大型複合遊具を備えた子供の国やテニスコートなどのスポーツをテーマにした「広場ゾーン」、中央部は、大芝生広場などの「丘陵ゾーン」、北部は、既存の樹林地を活かし森と文化とやすらぎをテーマにした「森のゾーン」として、総合的なレクリエーション機能を備えた、都市周辺の自然環境を保全する重要な水と緑のオープンスペースとして整備を行う。

	事業内容
	都市計画決定面積    ：124.7ha
うち事業認可面積　： 92.8ha

開設済面積　　　： 57.6ha（H30.3末）
　事業中区域面積　:  13.6ha
　　池など　　　　　:  21.6ha
（事業中区域の主な整備予定施設）
丘陵ゾーン：水辺の広場
森のゾーン：駐車場
（開設済区域の主な施設）
広場ゾーン：子供の国（児童遊戯場）、テニス村（テニスコート等）、花木園、憩いの広場
丘陵ゾーン：大芝生広場、ふれあいの森　等


	事業費

（　）内の数値は

前回評価時点のもの
	全体事業費：約463.8億円（約557.3億円）〔国：175.3億円、府：288.5億円〕

	
	（内訳）
用地費　約346.2億円（約407.8億円）
工事費　約117.6億円（約149.5億円）
	【工事費の内訳】
・造成費 　約34.8億円（約 44.3億円）
・建設費 　約82.8億円（約105,2億円）

	
	事業中区域事業費：約21.5億円　〔国：9.7億円、府：　11.8億円〕

	
	（内訳）
用地費　約　 6.8億円
工事費　約　14.7億円
	【工事費の内訳】
・造成費 　約 4.4億円
・建設費 　約10.3億円

	事業費の変更理由
	地価の変動や事業内容の見直し等による全体事業費の再精査



	維持管理費
	約　１０３百万円/年　（平成29年度指定管理料、未開設地管理費用）



２ 事業の必要性等に関する視点
	
	着手時点S55
	前回評価時点H25
	再々評価時点H30
	変動要因の分析

	事業を巡る社会

経済情勢等の変化
	開設面積　　－
・S37「大阪地方計画
（大公園整備計画のひとつ）」
	開設面積　53.2ha

・「みどりの大阪推進計画（骨格となるみどりのひとつ）」
・H24「岸和田市地域防災計画」にて広域避難場所に指定
	開設面積　57.6ha
・H26「大阪府地域防災計画」にて、後方支援活動拠点に指定。防災公園としての重要性が高まる。
	・緊急時の都市防災施設としての機運の高まり。

	地元の

協力体制等
	
	・指定管理者制度の導入による、

地域協議会設立、ボランティア活動の高まり
	

	事業の投資効果

＜費用便益分析＞

または

＜代替指標＞
	計画時点では、費用便益分析の手法が確立されておらず算出できず。
	【効果項目】
直接利用価値

間接利用価値

【分析結果】
（全域）

・B/C=1.53  

 B=786.1億円

 C=513.9億円

【算出方法】
・直接利用効果

健康、心理的な潤い、レクリエーション空間の提供

・間接利用効果

都市環境維持改善

都市景観の保全等

【受益者】
公園利用者、周辺住民

※改訂第2版大規模公園費用対効果分析手法マニュアル

（H19.6発行、国土交通省都市・地域整備局公園緑地課監修）
	【効果項目】

直接利用価値

間接利用価値

【分析結果】

（全域）

・B/C=1.40  

 B=598.4億円

 C=428.0億円

（残事業）

・B/C=1.03  

 B= 61.3億円

 C= 59.3億円

【算出方法】

・直接利用効果

健康、心理的な潤い、レクリエーション空間の提供

・間接利用効果

都市環境維持改善

都市景観の保全等

【受益者】

公園利用者、周辺住民

※改訂第4版大規模公園費用対効果分析手法マニュアル

（H29.4発行、国土交通省都市局公園緑地・景観課監修）
	・費用対効果分析手法マニュアルの改定

（H25.10月）

（H29. 4月）
・全体事業費の再

　精査

	事業効果の

定性的分析

（安心・安全、活力、快適性等の有効性）
	【効果項目】

都市環境維持・改善、都市景観の保全提供

広域レクリエーション

【受益者】

公園利用者、周辺住民
	【効果項目】

都市環境維持・改善、都市景観の保全提供、都市防災機能の確保

【受益者】

公園利用者、周辺住民
	【効果項目】

都市環境維持・改善、都市景観の保全提供、都市防災機能の確保

【受益者】
公園利用者、周辺住民
	

	事業の進捗状況

＜経過＞

1 事業採択年度

2 事業着工年度

3 完成予定年度
	①昭和55年度

②昭和55年度
③　　－　　　

	①昭和55年度

②昭和55年度
③平成29年度

（事業認可）
　平成34年度

（全体）
	①昭和55年度

②昭和55年度
③平成36年度

（事業認可）

　平成41年度

（全体）
	財政状況による遅延
開設済み区域への事業投資（防災）

	＜進捗状況＞
	
	全体６３％

（353.5億円／557.3億円）

・用地６３％

（258.8億円／407.8億円）

・工事６３％

（94.7億円／149.5億円）


	全体７７％

（358.8億円／463.8億円）

・用地７５％

（258.8億円／346.2億円）

・工事８５％

（100.0億円／117.6億円）



	 全体事業費の再精査

	事業の必要性等に関する視点
	・　蜻蛉池公園は、泉南地域における府民の健康と生きがいを支える公園として計画され、北部に「森と文化とやすらぎ」をテーマにした森のゾーン、中央部には「景観を楽しむ」丘陵ゾーン、南部に「花と水のスポーツ」をテーマにした広場ゾーンを設け、府民の憩いの場を提供するとともに、「みどりの大阪推進計画」に掲げる緑のネットワークの拠点として重要な役割を果たしている。

· 現在、各種スポーツ施設や花と緑に親しめる芝生広場などのある広場ゾーンを中心に開設し、年間約80万人を超える府民に利用されている。今後、丘陵ゾーンや森のゾーンなど、開設区域とは性格の異なる区域が整備され、既存の広場ゾーンと一体的に利用されることにより、多様なニーズに応じた幅広い年齢層の利用が見込まれ、新たな需要層の開拓や多世代交流などの誘発的効果も期待できる。
・　また、当公園は、平成24年に、「岸和田市地域防災計画」で広域避難場所として指定された後、平成26年の「大阪府地域防災計画」において後方支援活動拠点としての位置づけが付加されたが、事業認可区域の整備は、公園北側からのアクセス向上にも寄与する。


３ 事業の進捗の見込みの視点

	事業の進捗の
見込みの視点

	・　公園全体の進捗率は、全体で77%（用地75%、工事85％）に達している。

・　事業認可区域については、全体で95%（用地98%、工事87％）にまで達しており、平成36年度までに完了を予定している。


４ コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点

	コスト縮減や
代替案立案等の
可能性の視点
	・　開設区域を含む事業認可区域については、各種スポーツ施設や花や緑に親しめる芝生広場などが設置され、府民の総合的なレクリエーションの場として利用されているほか、「岸和田市地域防災計画」による広域避難場所及び「大阪府地域防災計画」による後方支援活動拠点として位置づけられていることをふまえた整備内容としている。

・また、未着手区域については、今後、都市計画の変更が検討されており、それをふまえたコスト縮減や代替案等を検討していく予定である。



５ 特記事項
	自然環境等への

影響とその対策
	・　緑やオープンスペースは、多様な生態系の保全機能を持つとともに、府民のレクリエーションの場や風格ある魅力的な景観の形成にも重要な役割を担うものである。
· 当事業は、都市郊外におけるみどりのオアシスとしての整備、広域的なみどりのネットワーク拠点としての保全、活用を図るものである。

	前回評価時の意見具申（付帯意見）

と府の対応
	―

	上位計画等
	【上位計画】

・「みどりの大阪推進計画（H21.12）」　・「大阪府公園基本構想（H5.11）」
・「大阪府都市整備中期計画（案）（H28.3改訂）」
【関連計画】

・「岸和田市みどりの基本計画（H30.1）」
・「大阪府地域防災計画（H29.11）」　・「岸和田市地域防災計画（H27.4）」

	その他特記事項
	・　未着手区域は、現在、平成23年度末に策定した「都市計画公園・緑地（府営公園）見直しの基本方針」に基づき、都市計画の変更が検討されており、今後、必要性・代替性・実現性などを総合的に評価した上で、区域を見直していく予定である。


６ 対応方針（原案）

	対応方針
（原案）
	○事業継続
＜判断の理由＞

・蜻蛉池公園は、泉南地域における総合的なレクリエーション機能を備えた広域公園として計画され、「みどりの大阪推進計画」に掲げる緑のネットワークの拠点として重要な役割を果たしている。
・また、当公園は、平成26年の「大阪府地域防災計画」において後方支援活動拠点としての位置づけが付加され、防災公園としての整備が進んでおり、平成36年度に完了予定である事業認可区域の整備は、公園北側からのアクセス向上にも寄与する。
・未着手区域は、現在、平成23年度末に策定した「都市計画公園・緑地（府営公園）見直しの基本方針」に基づき、都市計画の変更が検討されており、今後、必要性・代替性・実現性などを総合的に評価した上で、区域を見直していく予定である。
以上の理由から、事業を継続する。


認可区域


全体７８％


（353.5億円／455.3億円）


・用地７９％


（258.8億円／327.0億円）


・工事７４％


（94.7億円／128.3億円）








認可区域


全体９５％


（358.8億円／377.2億円）


・用地９８％


（258.8億円／262.5億円）


・工事８７％


（100.0億円／114.7億円）











